
平成 23年介護事業経営実態調査の調査票等の見直し (案)について

平成 23年介護事業経営実態調査 (以 下 「実態調査」という。)については、以下の基本

的な考え方に沿って調査を行ってはどうか。

1 調査の目的

介護報酬は各々の介護サービスの平均費用の額等を勘案して設定することとしてい

ることから、各々の介護サービスの費用等の実態を明らかにし、介護報酬設定のため

の基礎資料を得ることを目的とする。

2 調査時期及び公表時期                         .
○ 調査時期

平成 23年 4月

(参考 :平成 20年実態調査の調査時期は平成 20年 4月 )

○ 公表時期

社会保障審議会介護給付費分科会調査実施委員会における結 ,tの公表は、平成 23

年の秋頃を
三予定。その後、社会保障審議会介護給付費分科会に報告。

(参 考 :平成 20年実態調査の公表時期は平成 20年 10月 )

調査対象および抽出率

○ 調査対象施設 ,事業所

全ての介護サービスを対象とする。 (平成 20年実態調査と同様。)

○ 調査の内容

平成 23年 3月 中の状況 (平成 20年実態調査とFll様 )

○ 抽出率

「介護事業経営実態調査実施の概要 (案 )」 の別表参照。

調査票を作成するに当たつての基本方針等

(1)調査票を作成するに当たっての基本方針

調査票の作成に当たっては、平成 20年実態調査の課題を踏まえ、調査票記入者

の負担の軽減を図り、回収率及び有効rrul答率の向上を目指す。



(課 題 )

平成 20年実態調査のい11又 率は 54.1ツ)、 有効 l・・J答 率は 24:4ツ )。

ll ll収 率及び有効い1答率が低かった理由として、次のことが考えられる。

・収入及び支出グ)詳細な内17Rを 調査しており、調査項 11が 多い。

・複数σ)介護サービスを実施している1事業所については、利用者数等の費月i抜分に

使用する項目をすべてが漏オl´ なく記入されていないとイ1・効回答にならない.

・営利法人において利
'11さ

力
′
t′ ている会計基準に基づく調査票となつていないため、

営利法人かF)の ,]答 が得らオ1́,に くい。

(2)回収率及び有効回答率の向上に向けた具体的な方法

① 既存情報の活用

既存情報 (「 介護サービス施設 。1'業所調査」 (厚 /lt労働省大臣官房統計情報

部実施 (14成 21年 10月 調査))及び 「介i斐 ♯業者情報 (WAM‐ NET)」 )を活用

することによつて、調査項目を減「,す .

併設サービスの状況

既存1青報を活lllす るため、併設サービスの事業所番号に関する調査I貞 [1を新

たに適力11。

会計の区分状況

本調査に記入するサービスの範1井|を特定するために、調査対象サービスグ)会

計区分の状7兄 (単独で会計を行っているか、他の介護サービス等と一体的に会

計を行っているか)に関する調査項目を新たに追加。

営利法人用の会計基準の追加

平,茂 20年実態調査の調査票では、「指定介護老人福祉施設等会計処jlll等 取扱

指導指針 J、
「社会福祉法人会計基準」、「介護者人保健施設会計 。経理準則」、「病

院会計準則」及び「指定老人訪問看護の事業及び指定訪問看護の事業の会計経 llll

準則」により調査票を作成 していたが、営利法人向けに「園際会計基準」に準じ

た調査項日を追加する。

調査票の枚数について

①から④により、平成 20年実態調査において約 40ページあつた調査票は、

約 20ページ (実際の記入は約 15ページ)にすることが可能。なお、回収率及び

有効口答率の向上のためとして、平成 22年介護事業経営概況調査では、調査内

容を決算額によるものとしたところであるが、平成 23年実態調査の調査時点 (平

成 23年 4月 )では、同調査と同様の平成 21年 (度 )の決算額 しか把握できない

ため、引き続き lヶ 月分 (平成 23年 3月 分)の収支状況を把握する。

②

③

④

⑤



5 4を踏まえた調査項目 (案 )

新規に追カロする項目

変更して調査する項目

引き続き調査する項 目

削除する項 目

○

　

×

調査項 目

(介 :雌 iと 人福祉施設・地域密着型介言

`老
人福祉施設調 ltt票 における介護老人福

祉施設を例示)

平成 23年度

調査票(雀 )

該当ページ

第 1 サービス提供の状況等

(1)施設名 既 rJ‐ li与 幸Rか ら1文得。

(2)施設の所在地 既存′‖∵幸腱から取得。

(3)経営主体 既存|ずi報から取得できないため、引き続

き調査。

(4)± 1也 の状況 記入者負担の軽減を図るために削除。

(本項 目は、ltttI質 日の il借 ||に 1哄lす る

記入の有無を確認するために調 Fi。 )

(5)現イ「建物の状況 記入者負担の1軽減を図るために削除。

(本I颯 日は、支出■ 日の減価償却に 1判 す

る記入の有無を確認するために調 F正。)

会計の区分状 7兄 本調査に記入するサービスの範|」 を特

定するため剌iた に追加。

問 1(3)

併設サービスの状況 ‖たfF I♯ iヤ性の活用に必要なため新たに1塵

力日。

(6)サー ビス提供」)状況

lf業 開設年月 既存情報から取得できないため引き続

き,母 :査。

規模 (定 員、利用者数 ) 既存情 lllか ら取得できる項目について

は肖JI除。

既存情報から取得できない項目につい

ては引き続き調査。

体制、加減算の状況 記入者負担の軽減を図るために削除。

(本項 目は、収入項 目の加減算にFTlす る

記入の有無を確認するために調査。)



・保険医療機関の受診状況 × 記入者負担の軽減を図るために削除,,

(本F頁 日は、‖又人I頁 日υ)そ の他の1又 人に

関する記入C/2有無を確認するために調

査()

なお、医療施設向け1/2調査票について

は、医療保険と介護保険の1又 益を核分す

るために必要であるためり|き 続き調査ぃ

食事提供数 () 収支の費用項日 (食事委託費)を 費月1按

分に使用するたν)、 り|き 続き調 Fl・ .

11111(5)

お|∫つ実使用者数 X 記入者負 lll 1/21軽減を|ス|る ため削除。 (本

項 目11、 1又 人項 目υ)お ll l・ つに関係
―
する1又

人に関する記入υ)有 1〔 を確認するため

に用いていた。)

・社会福祉法人等による軽減

′)1太 7兄

X 既存情報かけっ取得できるため削除.

第 2 居室・設備等の状 7兄 () 既存情報か F,取得できないため引き続

きlil・JFi(,

|:112

第 3 職 員配置 ● 既存情報から取得できないためり|き 続

き調査。

間 3

第 4 給与 0 既存情報からJFx得 できないため引き続

き調査ぃ

|‖14

第 5 収支 △ 収支に関する詳細な内訳を縮減 (出現率

が0 75%以 下の調査項日を肖1除 )。

問 5

第 6 事叢活動計算書 × 既存情報か喝取得できるため削除 (11成

22年介護lf業経営4F17兄 調査の調査結

果を使用)

第 7 貸借対照表 メ 既存情報から取得できるため削除 (平成

22年介護事業経営概況調査の調査結

果を使用)

第 8 介護支援専門員の勤務状況 × 1第 4給 与 1調 141・項 目に包括するため

肖1除。
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1.

平成 23年介護事業経営実態調査の実施概要 (案)について

調査の目的

介護報酬は各々のサービスの平均費用の額等を勘案 して設定するこ

ととしていることから、各々の介護サービスについての費用等につい

ての実態を明らかにし、介護報酬設定のための基礎資料を得ることを

目的とする。

調査時期

平成 23年 4月

調査票の種類

(1)介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設調査票

(2)介護老人保健施設調査票

(3)介護療養型医療施設調査票

(4)居宅サー ビス 0地域密着型サービス事業所

(介護予防含む)(福祉関係)調査票

(5)居宅サービス 0地域密着型サービス事業所

(介護予防含む)(医療関係)調査票

調査対象及び抽出率

(1)抽出方法 :層化無作為抽出法により抽出

(2)抽 出 率 :別表の通 り

5。 調査項目

サービス提供の状況、居室・設備等の状況、職員配置、職員給与収
入の状況、支出の状況 等

2.

3.



(別 表 )

平成23年介護事業経営実態調査の抽出率 (案)について

母集 l・
ll数

調査対象

見込数
今|||

参 考

111「 '1(11,■ 2()′ l)

締‖ tlll tt Fi

14,■ 22111争 Y=:

1171Litt ri

1'1,t19イ |キ挙|(

117兄 ll111

介護老人福祉施設

介護老人保 17rl・ 施設

介護療養型医療施設

訪問介護

訪問人浴介護

訪|‖1看 i隻 ステーション

訪問 リハビリテーション

通所介護

(再掲)療養通所介護

通所 リハビリテーション

短期入所41活 介護

短期入所療養介護

特定施設人麟者生活介護

居宅介護支援

福れLり11具 貸与

夜問対応型訪問介護

認知症対応型 illi所介誰

認知症対応型共同」i活 介護

小規模多機能型居宅介護

地域密着型特定施設

地域密着型介護老人福祉施設

6,217

3,717

1,953

26,457

2,295

5,658

3,190

26,610

63

6,752

7,703

3,770

3,329

31,853

6,355

101

3,383

10,308

2,520

152

369

1,554

929

977

5,291

1,148

1,1:32

1,063

5,1322

63

1,350

1,100

9413

1,110

3,185

3,178

101

1,692

1,031

1,260

152

369

1/4

1/4

1/2

1/5

1/2

1/5

1/3

1/5

1/1

1/5

1/7

1/4

1/1

1/10

1/2

1/1

1∠2

_1/19

ν2

1/1

1/1

1/12

1/10

1/4

1/10

1/2

1/10

1/10

1/20

1/1

1/5

1∠20

1/10

1/10

1/2

1/1

_1/う

ν却

亜

1/1

1/1

1/4

1/4

1/4

1/20

1/10

1/40

1/20

1/20

1/1

1/30

1/40

1/20

1/10

1/60

1/1

1/20

1/20

1/10

1/1

1/1

1/14

1/12

1/4

1/{3()

1/10

1/40

1/20

1/70

1/1

1/30

1/60

1/20

1/15

1/60

1/1

1/30

1/36

1/10

1/1

1/1

`)言

十 152,692 32,887

※ 母集団数は介護給付費実態調査 (平成22年 8月 審査分)の請求事業所数

※ 抽出率の設定に当たつては、前回 (平成20年)調査の有効回答率等を踏まえて設定。




